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衆
議
院
議
員
柿
澤
未
途
君
提
出
再
就
職
等
監
視
委
員
会
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
、
二
の
�
及
び
三
の
�
に
つ
い
て

再
就
職
等
規
制
違
反
の
監
視
機
関
に
つ
い
て
は
、
鳩
山
内
閣
発
足
後
、
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平

成
十
九
年
法
律
第
百
八
号
。
以
下
「
国
公
法
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
再
就
職
等
監
視
委

員
会
（
以
下
「
委
員
会
」
と
い
う
。
）
に
委
任
さ
れ
た
権
限
が
消
滅
す
る
前
の
昨
年
十
二
月
十
五
日
の
閣
僚
懇
談
会
に
お
け

る
鳩
山
内
閣
総
理
大
臣
（
当
時
）
の
発
言
に
よ
り
、
委
員
会
を
廃
止
し
て
監
視
機
能
を
強
化
し
た
新
た
な
監
視
機
関
を
設
置

す
る
方
針
を
示
し
、
本
年
二
月
に
、
そ
の
設
置
を
盛
り
込
ん
だ
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
を
通
常
国
会

に
提
出
し
た
。

こ
の
法
案
は
審
議
未
了
に
よ
り
廃
案
と
な
っ
た
が
、
来
年
の
通
常
国
会
に
、
改
め
て
、
委
員
会
を
廃
止
し
て
監
視
機
能
を

強
化
し
た
新
た
な
監
視
機
関
を
設
置
す
る
こ
と
等
を
内
容
と
す
る
法
案
を
提
出
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

委
員
会
の
委
員
長
及
び
委
員
の
任
命
に
つ
い
て
は
、
こ
の
よ
う
に
、
委
員
会
を
廃
止
し
て
監
視
機
能
を
強
化
し
た
新
た
な

監
視
機
関
を
設
置
す
る
た
め
の
法
案
を
既
に
国
会
に
提
出
し
、
さ
ら
に
、
今
後
再
提
出
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

そ
の
手
続
を
見
合
わ
せ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

一



二
の
�
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
点
に
つ
い
て
は
、
本
年
五
月
十
二
日
の
衆
議
院
内
閣
委
員
会
に
お
い
て
階
総
務
大
臣
政
務
官
（
当
時
）
が
答
弁

し
て
い
る
と
お
り
、
法
律
上
の
措
置
を
具
体
的
に
ど
の
程
度
の
期
間
講
じ
な
い
こ
と
で
違
法
状
態
と
な
る
か
に
つ
い
て
は
、

講
じ
な
い
理
由
に
よ
り
具
体
的
に
決
ま
っ
て
く
る
も
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

三
の
�
に
つ
い
て

御
指
摘
の
答
弁
は
、
民
主
党
が
野
党
で
あ
っ
た
時
に
委
員
会
の
委
員
長
及
び
委
員
の
人
事
案
に
対
す
る
対
応
方
針
を
決
定

し
た
際
の
考
慮
要
素
に
つ
い
て
述
べ
た
も
の
で
あ
る
が
、
政
府
と
し
て
は
、
国
家
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
二

十
号
）
に
規
定
す
る
再
就
職
等
規
制
違
反
行
為
に
関
す
る
調
査
等
の
権
限
は
、
来
年
の
通
常
国
会
に
提
出
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
法
案
に
お
い
て
設
置
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
監
視
機
能
を
強
化
し
た
新
た
な
監
視
機
関
が
行
使
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ

る
と
考
え
て
い
る
。

三
の
�
に
つ
い
て

職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
年
政
令
第
三
百
八
十
九
号
）
附
則
第
七
条
は
、
国
公
法
改
正
法
附
則
第
十

六
条
の
規
定
に
基
づ
く
委
任
の
範
囲
内
で
定
め
た
も
の
で
あ
る
が
、
国
家
公
務
員
法
に
規
定
す
る
再
就
職
等
規
制
違
反
行
為

二



に
関
す
る
調
査
等
の
権
限
は
、
来
年
の
通
常
国
会
に
提
出
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
法
案
に
お
い
て
設
置
す
る
こ
と
と
し
て
い

る
監
視
機
能
を
強
化
し
た
新
た
な
監
視
機
関
が
行
使
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
同
機
関
の
設
置
に
伴
い
、

同
令
附
則
第
七
条
の
規
定
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

三


